
最新値 目標値 達成度 評価
指標の

ウエイト

1 a 428 283 151.2% a 1.00

2 a 25,923 24,183 107.2% a 1.00

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

ａ ａ

２　市民生活実感評価
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※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により調査を一時休止しています。
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京都では，産業界・大学・行政など
が連携して，企業の誘致や事業環境
の整備を進めている。
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施策番号 0803

施策名 京都の強みを生かした事業環境の整備

　京都の強みを生かした産業振興を進めるため，産業支援機関の多様な支援機能を融
合することで，京都市産業技術研究所等のさらなる機能強化を図る。また，大学，経
済団体等との強固なネットワークを構築し，産業科学技術研究拠点の整備や企業立地
促進施策の充実など，新たな産業集積を生み出す魅力ある事業環境を整備する。

概要

施策に関係する
主な分野別計画等

京都市産業戦略ビジョン

担当局・部室

上位政策 8　産業・商業

産業観光局・産業イノベーション推進室 共管局・部室
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市民生活実感調査総合評価
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＜総合評価＞

A A 令和2 A

＜原因分析＞

客観指標総合評価
☑ ｂ評価以上であり，施策の効果が客観指標に表れている。
□ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

市民生活実感調査総合評価
☑ ｂ評価以上であり，施策の効果が市民の実感に表れている。
□ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

＜この施策を構成する事務事業＞　（令和元年度又は令和2年度新規事業）

＜今後の方向性＞

☑　客観指標

□　市民の実感

施策の目的が十分に達成されてい
る

平成30 令和元

重
み
付
け

　　本施策は，京都の強みを生かした事業環境の整備を目的としているため，市内
企業への貢献度合いや雇用者の増加を重視して評価する方が妥当であると考えられ
るため客観指標を重視する。

今後の方向性の検討

事業名

事業費の状況（千円） 令和2年度事務事業
評価結果における
目標達成度評価

担当局令和元年度
決算額

令和2年度
予算額

1

2

3

4

5

・京都の有する地域資源・産業集積といった強みを生かし，市外，海外からの企業誘致及び市内
企業の流出防止に取り組み，事業環境の整備や研究開発型企業の集積を目指す。また，京都の未
来を見据え，より中長期的な観点から，学術研究・先端産業等の用地の創出に向けた検討を進め
る。
・複雑化，高度化する中小企業のニーズにこれまで以上に迅速かつ的確に対応していくため,地方
独立行政法人京都市産業技術研究所において，これまで培った研究所の技術的強みや高度な研究
開発機器を活用し，多様な技術相談，試験・分析，設備機器利用に応え，京都の産業の下支えと
成長支援に取り組んでいく。

＊予算額には人件費及び施設管理に係る経費を含みます。



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 151.2%

数値 目標年次 達成度

数値 ‐ ‐

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成30 令和元 令和2

a a a

１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 107.2%

数値 目標年次 達成度

数値 ‐ ‐

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成30 令和元 令和2

a a a

企業立地促進制度において１年間に指定した補助対象事業での正規雇用者増加（予定）数

企業立地促進の取組による雇用の確保の状況を
示す指標

算出方法：市内の１年間における指定した補助対象事業
の正規雇用者増加（予定）人数
出典：事業担当課調べ

最新数値の目標値に対する達成度が
a：100%以上
b：80%以上～100%未満
c：60%以上～80%未満
d：40%以上～60%未満
e：20%以上～40%未満
 

各年度の具体的な数値目標の設定が困難であ
り，景気の動向により，ものづくり中小企業か
らの依頼試験・相談，設備利用件数が左右され
ることから，過去3年間の数値の平均との比較
で評価する。

全国順位
中長期目標

118件減 24,183

過去3年間の実績
　平成28年度：23,038人
　平成29年度：23,469人
　平成30年度：26,041人

根拠

数値 根拠

過去3年（平成28年度，平成29年度，
平成30年度）の平均値を元に算出

備考

ものづくり産業に対する技術支援の根幹を担う依頼試験・技術相談（※），設備機器利用の活動実績
※製造工程や製品の品質管理等に関する技術的な相談や指導及びこれに付随した試験分析

産業技術研究所における技術振興の取組状況を
示す指標

算出方法：依頼試験・技術相談・設備利用の取扱件数を
集計したもの
出典：産業技術研究所業務報告

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成30年度 令和元年度

26,041 25,923

指標名
京都市産業技術研究所における技術相談件数，依頼試験・分析，設備機器利用の件数
（件）

担当課 産業イノベーション推進室 連絡先 ３２６－６１００

根拠

最新数値の目標値に対する達成度が
a：80%以上
b：60%以上～80%未満
c：40%以上～60%未満
d：20%以上～40%未満
e：20%未満

各年度の具体的な数値目標の設定が困難である
ため，過去3年間の数値の平均との比較で評価
する。なお，景気の動向等に左右されることか
ら，80％以上の場合をa，以下20％刻みで基準
を設定した。

全国順位
中長期目標

数値 根拠

過去3年間の平均値

備考

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成30年度 令和元年度

204 428 224人増 283

過去3年間の実績
　平成28年度：147人
　平成29年度：499人
　平成30年度：204人

担当課 産業イノベーション推進室 連絡先 ２２２－３３２４

施策名 0803 京都の強みを生かした事業環境の整備

指標名 企業立地促進制度補助対象事業における正規雇用者増加数（人）


